
制度信用取引と一般信用取引 

【制度信用取引と一般信用取引の相違点】 
 

制度信用取引 一般信用取引 

対象銘柄 制度信用銘柄のみ 
※ 各取引所が選定した銘柄に限る 

ほぼ全ての銘柄 ※1 

※1 当社の判断により制限を行っている銘柄は除き

ます。 

返済期限 6 カ月 無期限 

新規売り できる 
※貸借銘柄にかぎる 

できない。 

IPO 銘柄 
（新規公開銘柄） 

各取引所などが制度信用銘柄として選定後か
ら取引可能 

上場初日から取引可能 

信用金利 買方金利 …年利 2.36％ 

売方金利 …年利 0.00％ 

買方金利 …年利 3.25％  

コーポレートアク
ション時の処理 

【分割等】 
分割比率が整数の株式分割の場合、売買単位
の整数倍の新株が割り当てられます。分割比
率が非整数倍の株式分割の場合、証券金融会
社の権利入札により決定された権利処理価格を

差引くことにより調整を行い、約定値段を減額
します。 
 
【株式併合・合併・交換・移転等】 
証券金融会社の定めに従うものとします。 
【有償割当増資・新株予約権等】 
証券金融会社の定めに従うものとします。 

【分割、併合・合併・交換・移転等】 
株式分割等に関しては、権利付最終取引日以
降、株式分割等の分割比率に応じて一般信用取
引の建数量を増加します。ただし、増加した建
数量が売買単位の整数倍でない場合、又は当社
の判断において権利処理を行わない場合は、建
玉を継続することができません。当社の判断で
事案毎に権利処理を行うか否か、またいずれの
方法による権利処理を行うかを判断できるこ
ととします。 
 
【有償割当増資・新株予約権等】 
新株予約権等の権利を放棄することにより、建
玉の継続が可能となります。 
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